
Ⅰ.クリーンで経済的な
エネルギーシステムの
実現

○ 「エネルギー基本計
画」の方向性に沿っ
た取組の推進

○ 生産・消費・流通各
段階での技術間連
携

Ⅱ.国際社会の先駆けと
なる健康長寿社会の
実現

○ 「健康・医療戦略推進
本部」との協働

○ 基礎研究と臨床現場
の間の循環の構築

Ⅲ.世界に先駆けた次世代
インフラの構築

○ 融合問題を一体として
解決する「スマートシ
ティ」の実現

○ ソフトも含めたパッケー
ジ展開

Ⅳ.地域資源を活用した
新産業の育成

○ これまで成長分野とみ
なされていなかった分
野（農業）を成長エ
ンジンとして育成

Ⅴ.東日本大震災から
の早期の復興再生

○ 早急な成果を要す
る復興に向け、実現
の早いものに施策を
集中して推進

政 策 課 題

ＳＩＰ施策等を中心とした
課題解決の先導
（府省連携施策）

アクションプラン対象施策
（政策課題関連）

※課題解決を先導：取組の成果の課題全体への波及効果が高い、
または他の関連施策の取組の加速化への促進効果が高いこと

（注） 健康医療分野に関しては、健康・医療戦略推進本部の下で推進する。

アクションプラン対象施策
（分野横断技術）

アクションプラン対象施策
（政策課題関連）

科学技術イノベーション総合戦略2014

平成27年度科学技術重要施策アクションプランの基本方針

分野横断技術による産業競争力の強化
 情報セキュリティ・ビックデータ解析・ロボット・制御システム技術等のＩＣＴ
 デバイス・センサや新たな機能を有する先進材料を開発するためのナノテクノロジー
 地球観測技術や資源循環等の環境技術

新たな先導役を
誘導

SIPSIPを補完し相乗
効果をもたらす

産業競争力の
強化の源泉を
組み込む
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アクションプラン対象施策特定の流れ

6/24 

7月下旬～8月下旬
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7/17

科学技術イノベーション総合戦略2014（閣議決定）

次世代インフラ（効果的効率的な維持管理）
平成２５年７月２６日（シーリング前）

総合科学技術・イノベーション会議
（平成27年度科学技術に関する予算等の資源配分の方針
（平成27年度科学技術重要施策アクションプラン）の策定）

総合科学技術・イノベーション会議
（アクションプラン対象施策の特定）

8月末以降

各省施策のヒアリング及び調整

【各省ヒアリング】
・対象施策数 約１２０
・実施期間 ２週間
・審査員のべ人数 １，３００人

【ヒアリング時指摘事項に対する再評価】
・実施期間 ２週間

次世代インフラ
（効果的効率的な維持管理）
平成２６年８月４日

概算要求

総合科学技術・イノベーション会議有識者議員等によるヒアリング模様
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・ アクションプラン対象施策として提案のあった施策につい
て関連する全ての関係府省、また審査についても、有識
者議員、ＳＩＰプログラムディレクター、複数専門分野の外
部有識者が一堂に会してヒアリングを実施。

・ 施策群の責任府省の特定、重複排除・府省間の事業調
整・役割分担の明確化、社会実装のシナリオ等を議論し、
課題解決に向けた先導方策を検討。

・ 工程表に数値目標等を明確にし、年間のＰＤＣＡサイクル
の着実な実行につなげる。
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5 ＜平成27年度アクションプラン対象施策一覧より抜粋＞
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実用化

開発された調査技術を国
や民間による

海洋資源調査に活用

海洋資源調査産業

要素技術の研究開発

各省庁・大学等

探査センサー
・文科省／大学等

港湾工事用音響カメラ
・国交省／港空研

無人探査機
・文科省／海洋機構
・国交省／海技研

移動体高速通信技術
・総務省／情通機構

国・民間

海洋資源成因研究
・文科省／海洋機構
・経産省／産総研

環境影響調査・モデル構築
・環境省／国環研

システム化加速

内閣府（SIP）:産学官一体で推進

国・民間が活用できる
小型・効率的な
調査システム開発

海洋資源調査に向けた取り組み（ＡＰ、ＳＩＰ）

海洋資源調査産業の創出
グローバル・スタンダードの確立

調査オペレーター
（海底地形、
海洋資源の調査)

機器メーカー等
（自律型、遠隔操作型
海中探査ロボット等）




